
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費 項：環境管理費 目：環境管理推進費
	事業名　【新】 中部山岳国立公園魅力増進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部環境企画課自然公園係　電話番号：058-272-1111（内2698）

　　　　　　　E-mail： c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　48,900千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	48,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	48,900

	決定額
	32,000
	14,350
	0
	0
	0
	0
	0
	2,700
	14,950


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　近年、中部山岳国立公園（本県）の入込者数が大幅に減少し、国立公園及び周辺地域の活力の低下が懸念されている。こうした状況に対処するため、本年７月に、活性化の基本方針となる「岐阜県中部山岳国立公園活性化基本構想」を策定した。また、年内には「岐阜県中部山岳国立公園活性化基本計画」を策定し、構想の具体化に向けた取組方針を策定する予定である。
　　　基本構想や計画の策定に向けた検討の過程で、訪問者に対して、同公園の魅力を伝えるためのプログラムや人材が不足していることが明らかとなっていることから、同公園の魅力を伝えるための事業を行う必要がある。
　　　＜入込者数＞

平成22年度：約128万人 → 平成27年度：約96万人（▲25％）
　　　
（２）事業内容

　　　中部山岳国立公園の魅力増進を図るため、以下の事業を行う。
　　①活性化地域協議会運営費
　　　活性化基本計画の進捗管理を行うとともに、長期的な課題等について協議するため、有識者・関係団体を構成員として設置する協議会の運営

　　②魅力を伝えるガイド及びガイドプログラム整備事業

　　　ビジターセンターを含む地域全体でガイド及びガイドプログラムが提供できる仕組みづくりのための調査、実施計画策定、試行ツアー等の実施

　　③アプリケーション等開発費
　　　県情報科学芸術大学院大学（IAMAS）と連携して、同公園の貴重な自然環境等を紹介するためのアプリケーションの開発費など
　　④環境教育推進費
　　　中部山岳国立公園を学習フィールドとする環境教育用プログラムの作成及びプログラムの試行的な実施
　　⑤乗鞍第二トイレ風力発電施設設置費

　　　乗鞍岳畳平に県が設置している第二公衆トイレの使用期間の延長に伴い必要となる電力を確保するための施設の設置費

　　　併せて環境教育素材として活用

⑥乗鞍エリア無料Wi-fi整備調査設計委託

　　　乗鞍鶴ヶ池園地から剣ヶ峰山頂までを無料Wi-fiエリアとし、アクセスポイント等を整備するための現地調査、設置箇所、設置方法等の設計委託

　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　同公園の魅力増進を図るために、県として主体的に取り組む必要があ
る事業であり、全額県費負担により実施。
　　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	221
	委員（活性化協議会、プロポーザル審査委員、環境教育プログラム検討会委員）報酬

	旅費
	844
	委員旅費、業務旅費

	需用費
	199
	消耗品、公用車燃料費、会議費、印刷製本費

	役務費
	44
	電話・郵便代

	業務委託料
	36,506
	業務委託料（ビジターセンターガイド人材及び自然体験プログラム実施計画、魅力的なガイドツアー造成、環境教育推進）

	工事委託料
	5,000
	Wi-fi整備調査設計委託

	工事請負費
	6,000
	風力発電施設設置工事

	その他
	86
	公用車ETC使用料、会議室使用料

	合計
	48,900
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「清流の国ぎふ」創生総合戦略（Ⅲ－５「まちをつなぐ」）
　　　岐阜県中部山岳国立公園活性化基本構想（平成29年7月策定）
　　　岐阜県中部山岳国立公園活性化基本計画（平成29年12月策定予定）

（２）国・他県の状況

　　　国（環境省）

：国立公園満喫プロジェクト（平成28年度～）

本年8月に、国立公園満喫プロジェクトの対象となる国立公園とすることが決定された。
（３）後年度の財政負担
　　　平成３０年度の実施結果を踏まえ、本格的な制度のあり方を検討
（４）事業主体及びその妥当性
　　　事業主体：県
　　　・中部山岳国立公園の魅力である貴重な自然環境を発信し、入込者の増加を図ることで、地域全体の活性化を図ることを目的とするものであり、県負担は妥当である。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
H34年度までに、中部山岳国立公園において活性化の取組みを行い、入込客数、観光消費額の増加や満足度、リピーター率等取組み指標を設定し推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	中部山岳国立公園入込者数
	96万人
（H27）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	上記取組み指標について、調査方法、現状データを取得すると共に目標設定を進める。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	国は、国立公園満喫プロジェクトにおいて、2020年における国立公園の外国人入込者数を2,000万人とする目標を掲げており、当該施策に沿った事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　国立公園の最大の魅力である自然環境に対する影響を十分に考慮しながら、取組みを進める必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　活性化の検討過程において、有識者や地元関係者から、国立公園の活性化に向けたプログラムの開発等に対して多くの意見や要望が寄せられた。
地元関係者と連携して、課題や役割分担のあり方について継続的に議論しながら、活性化に向けた取組みを継続的に進めることとする。


